
  補 助 金 概 要 調 書 

補 助 金 名  米子市同和問題企業連絡会補助金 

所 管 部 課  市民人権部人権政策課 （TEL ２３－５４１５（直通））              

補 助 対 象 者 米子市同和問題企業連絡会 

補 助 開 始 年 度 平成８年 

交 付 目 的  

同和問題をはじめとするあらゆる人権問題に対する正しい理解と認識を深め、企業が

その社会的責任を自覚し、積極的に解決に向けて取り組むことにより、従業員をはじ

め地域住民の基本的人権が尊重され差別撤廃が図られることを目的とする。 

補 助 金 額 と  

過 去 の補助実績  

（  ）は一般財源額 

H １ ７年 度 実 績 H１８年度実績 H１９年度実績 H２０年度予算額 

７２０千円
（   ７２０）千円

７３０千円
（  ７３０）千円

５８４千円 
（   ５８４）千円 

４０９千円
（   ４０９）千円

補助事業の内容  

①総会・幹事会・担当者会の開催－会員企業・行政（人権政策課）間で定期的に、公

正採用・人権研修・社会的責任・法令遵守等についての情報交換を行っている。 

②研修会の開催・参加－トップ・事務担当者・新規採用職員研修など階層別の研修の

開催や県内外の研修会への参加により、会員企業の人権意識の向上を図っている。 

③啓発資料の配付－企業内研修の支援を目的とし、各種啓発資料の配布を実施。 

④その他－県・市の研究集会の開催に協力。 

補助事業に係る経費  

補助事業の全体経費                        ２，４４４千円 

内 補 助対象経費                         ２，１４２千円 

補助対象経費の内訳 
上記補助事業の②・③の事業 

②（１，７６３千円）・③（３７９千円） 

補助金額の算出方法 

補助率、補助額 

の考え方 

・会費収入（１，２６０千円）と同額以内 

・補助対象経費の１/２に相当額以内 

限 度 額 有                ７３０千円 

補 助 金の財源等  

市単独 一般財源 ■     特定財源 □（               ） 

国県等

協調 

直接補助 □ 国  /  県  /   市  /   その他（       ） / 

間接補助 □ 国  /  県  /   市  /   その他（       ） / 

補助事業の効果及び 

効果の検証方法等 

【効果】企業内の人権意識の向上や企業間の情報交換の円滑化により、地域の人権

意識の向上、差別の撤廃に寄与している。 

【検証方法】研修会開催時の会員企業からのアンケートや情報交換会などにより、本

事業の有益性・公共性などの意見を聴取している。 

終期の設定 

（例外を適用する場合には

その理由等） 

終期の設定は現状では困難である。 

【理由】本補助金は、従業員をはじめ地域住民の基本的人権が尊重され差別撤廃が

図られることを目的としており、基本的人権の確立という観点から行政の関与は引き続

き必要である。 

その他参考事項  

(過去の見直しの経過等) 

平成２０年度より、市の補助金部分の会計と会費部分の会計を分離し、補助対象経費

の見直しと明確化を行う予定である。 

 


